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Q1-1.貴⾃治体における再⽣可能エネルギー関連施策のご担当部署名を記載してください。
担当部署が複数ある場合（推進施策と規制施策 等）場合は、それぞれ記載してください。
特段担当の部署がない場合には、「担当部署なし」と記載ください。 

Q1-2.上記部署において再⽣可能エネルギー関連施策に従事する⽅の体制について記載してください。

Q1-3.再エネ事業者・地域住⺠との間での連絡・情報共有の体制づくりについて、⼯夫されている点があれば記載してください。

Q2-1.資源エネルギー庁では、⾃治体の皆様向けに再エネ条例の検索や、関係法令違反通報のための情報閲覧システム（窓⼝）を設けています。

Q2-2.Q2-1で①を選んだ⽅へ：利⽤してみて良かった点・改善点等があれば記載ください。
   Q2-1で②を選んだ⽅へ：利⽤しなかった理由があれば記載ください。

Q3.東北経済産業局では今後、再⽣可能エネルギー関連施策に係る⾃治体のご担当者の皆様との情報連絡会を開催予定です。（2024年1⽉〜2⽉頃を予定）
  情報連絡会で取扱う内容に関して、御要望がありましたらご⾃由に記載ください。

Q4.再エネ事業者への対応にあたり、困っていること・経産局への相談等ありましたら記載してください。



回答者属性 Q1-2 Q1-3 Q2-1 Q2-2 Q3 Q4
1 12⽉4⽇ ⻘森県 課⻑補佐１名。 なし ③知らない 地域におけるトラブルへの対応について。再エネ関係の補助事業について。 なし
2 12⽉4⽇ ⻘森県 課⻑１名、課⻑補佐１名、係⻑１名、主事３名、計６名。 特になし ③知らない
3 12⽉4⽇ 宮城県 課⻑補佐１名、主任主査２名、主事１名。 ②知っているが、利⽤したことはない 特に利⽤する機会がなかった 再⽣可能エネルギー関連施設と法令との状況

4 12⽉4⽇ 宮城県
部署A 室⻑１名、係⻑１名、主事１名。
部署B 主事１名。/部署C 係⻑１名。

今年度、事業者が参加する町⺠座談会を開催した。 ①知っており、利⽤したことがある

5 12⽉4⽇ 宮城県 係⻑１名。
再⽣可能エネルギー発電事業との調和に関する条例を制定（10kW以上）町との協
議、住⺠説明会を必要としている。

①知っており、利⽤したことがある 参考となっており、今後も閲覧を続けたいと考えている。 地域におけるトラブル事例への国・⾃治体の対応について 特になし

6 12⽉4⽇ ⼭形県 課⻑補佐１名 なし ③知らない なし なし

7 12⽉4⽇ ⼭形県 課⻑補佐１名、主任１名。 地域住⺠向けセミナーの開催 ③知らない
8 12⽉4⽇ 福島県 業務職員１名。 特になし ③知らない 特になし なし
9 12⽉4⽇ ⻘森県 主査１名 特になし ③知らない 特になし 特になし
10 12⽉4⽇ 宮城県 主幹１名 ③知らない
11 12⽉4⽇ 福島県 係⻑１名 主査１名 地域住⺠向けのセミナーや説明会を開催 ②知っているが、利⽤したことはない 再エネ規制条件等について情報交換・事例発表等を希望します。
12 12⽉4⽇ 福島県 主事１名（兼務） 特になし ③知らない
13 12⽉4⽇ 福島県 主任主事１名、会計年度任⽤職員１名 ③知らない

14 12⽉5⽇ ⻘森県 政策推進監１名、班⻑１名、副主幹１名 ②知っているが、利⽤したことはない 特段⾒る必要がなかった為
・Web開催の対応をお願いしたい。
・⾵⾞建設等におけるトラブル、解決事例を知りたい。
・盛⼟規制法に対応している事例があるのか知りたい。

15 12⽉5⽇ 秋⽥県 課⻑補佐１名、主査１名 ②知っているが、利⽤したことはない

16 12⽉5⽇ 岩⼿県

グリーン社会推進課⻑１名、特命課⻑（ゼロカーボン）１名、            主
任主査４名、主任１名、主事３名

特になし ①知っており、利⽤したことがある 特になし 他⾃治体（東北経済産業局内）のトラブル事例について

事業計画認定情報（エネ庁・Excelデータ）は都道府県別に掲載されているところですが、同
資料中、
FIT認定事業者は掲載されておりますが、FIPに移⾏した事業者のデータは掲載されておりま
すでしょうか。
可能であれば、FIP移⾏した事業者についても掲載頂きたいと考えております。

17 12⽉6⽇ 福島県
①係⻑１名,主事１名
②室⻑１名,室員１名

  ③知らない      

18 12⽉6⽇ ⻘森県 なし   ③知らない      

19 12⽉6⽇ 秋⽥県 班⻑(参事級)１名、主幹１名
地熱発電に関する協議会を建設予定の発電所ごとに設置し、再エネ事業者と地域住
⺠、関係団体との合意形成の場としている。 ”地熱のまち”として、定期的にシンポジ
ウム等地域住⺠の地熱発電に関する理解促進を図っている。

③知らない  

本市では、担当職員が少ないこともあり、引継ぎの都度、再⽣可能エネルギー全般を
取り巻く法令等の理解が不⾜しているのではないかと⼼配しております。つきまして
は、法令で定められている再⽣可能エネルギー別の関連法に基づく「⼿続き⼀覧」や
留意事項についてのご説明をいただけますと⾮常に助かります。

再⽣可能エネルギー発電事業に係る関係法令⼿続状況報告書について、事業者によっ
ては、⼿続き⼀覧のエクセルが送られてきて、担当課を埋め、変更⼿続きに関して現
在の法令化においても許可の必要有無を埋めて返信してほしい旨の問い合わせを受け
ることがあり、
庁内の調整に苦労することがあります。ポータル機能を使って、事業者、⾏政、所管
省庁の⼿続き等業務の効率改善が図れる仕組みがあると助かります。

20 12⽉6⽇ 福島県 課⻑１名、課⻑補佐１名、係⻑３名、主任3名、主査3名、主事２名   ①知っており、利⽤したことがある      

21 12⽉6⽇ 秋⽥県 班⻑ １名、副主幹１名、主任１名（いずれも他業務兼務）
再エネのガイドライン｢⾵⼒発電事業と⽣活環境等との調和に関する条例｣を定め、市
が事業を把握し、⾵⼒発電事業者が⾃然環境や景観の保全に配慮するとともに、地域
住⺠等の意⾒を聴く機会などを設け、情報共有等の仕組みを構築している。

③知らない      

22 12⽉6⽇ ⻘森県 主事１名 特になし ③知らない     特になし
23 12⽉6⽇ 宮城県 課⻑補佐１名、主幹１名 １０⽉に条例制定後まだ間もないので、今後⼯夫していきたいと考えています。 ③知らない   上記例の内容について提供いただきたいです。  
24 12⽉6⽇ 宮城県 班⻑１名、主査１名、主事２名 特になし ③知らない   特になし 特になし
25 12⽉6⽇ 宮城県 係⻑１名、主任主査１名 特に取り組んでいない ①知っており、利⽤したことがある 必要な情報が⼊⼿出来て助かった 政策動向について/優良事例について 特にありません。

26 12⽉6⽇ 宮城県 各係 係⻑１名、主事１名

当市では、野営で１０kW以上の再エネ発電事業を設置する事業者は、市への協議が必
要と条例で定めている(うち、５０kW未満は、条例で定める抑制区域内で設置するも
の。)その中で、⼤規模発電事業などの場合は、学識経験者や地域代表者、市内の関係
機関代表者などで構成された協議会を開催し、事業者に対して意⾒を付すこととして
いる。

①知っており、利⽤したことがある

こちらで把握しきれていない市内のFIT事業を知ることができるのは助か
る。ただ、変更⼿続きなどがあると申請⽇が更新されてしまい、最初の
申請⽇が分からなくなってしまうため、申請の履歴を追えるようにして
ほしい。

トラブルの事例(事業者と地域住⺠間、事業者と⾃治体間)
同⼀の⼟地内で、分割して発電事業を⾏うケースが⼤変多い。何故フェンス等で分割
するのか、地域から疑問や不安の声もあり、明確な回答ができない。そういった問い
合わせに対する、理解が得られる回答があれば教えていただきたい。

27 12⽉6⽇ ⻘森県 総括主査１名 なし ③知らない   なし なし

28 12⽉6⽇ 岩⼿県 主任１名 なし ③知らない      
29 12⽉6⽇ 岩⼿県 課⻑補佐１名、係⻑１名、主事３名   ①知っており、利⽤したことがある      
30 12⽉6⽇ 岩⼿県 町⺠⽣活課：課⻑補佐１名、企画財政課：主事１名   ③知らない   地域におけるトラブル事例への対応について  
31 12⽉6⽇ 秋⽥県 課⻑補佐１名、主査１名   ①知っており、利⽤したことがある      
32 12⽉6⽇ ⻘森県     ③知らない      
33 12⽉6⽇ ⼭形県 係⻑１名、主任(主事)１名 事業者からの相談事例はなかった ③知らない      
34 12⽉6⽇ 福島県 係⻑１名 係員２名   ②知っているが、利⽤したことはない 特に必要となる事項がなかったため 特になし 導⼊推進にあたり⾦額の確保が難しい
35 12⽉6⽇ ⼭形県 主事１名   ③知らない      
36 12⽉6⽇ ⼭形県     ③知らない      
37 12⽉6⽇ 福島県 特になし 特になし ②知っているが、利⽤したことはない 特になし 特になし 特になし

38 12⽉7⽇ ⻘森県
部署A ：係⻑1名、主任主事１名
部署B： 主任主事１名、主幹１名、主事１名、会計年度任⽤職員２名

特になし ②知っているが、利⽤したことはない 必要となる事案がこれまで発⽣しなかった。
再⽣可能エネルギーを導⼊したことによって、地域の経済的なメリットがあった好事
例

特になし

39 12⽉8⽇ 秋⽥県
室⻑１名、主査１名、主任１名、カーボンニュートラル推進マネー
ジャー１名

②知っているが、利⽤したことはない ・事業者確認や通報が必要なFIT案件を把握していないため
・再エネ事業を計画している地域外への事業者に地元貢献をするように誘導のために
条例やガイドラインを定めている事例があれば知りたい。

・とある場所で⾵⼒発電や⼩⽔⼒発電の計画が競合している。
・市としては地域貢献をしてくれる事業者に事実を実施してほしいと考えているが、
⺠有地における計画であるため、事業者決定の権限はない。
・事業者決定に関与できなくとも、地域貢献をしてくれるように誘導するような⽅法
があれば知りたい。

40 12⽉8⽇ 岩⼿県 主任2名 ①知っており、利⽤したことがある
・認定情報を地図上から確認しようとした時、標⽰されない事業があ
る。・設備申請詳報を検索する際、出⼒が検索に必須とならないように
してほしい。

・地域におけるトラブル事例への国。⾃治体の対応・再エネに関する訴訟、判例
市の⼿続きによりFITが失効したとして、事業者間でトラブルとなっている案件があ
る。

41 12⽉8⽇ 岩⼿県 係⻑１名、主事１名 
太陽光、⾵⼒については条例で、地域住⺠に対する説明会の開催を義務付けている。
（事業規模により努⼒義務にもなる）

②知っているが、利⽤したことはない 条例検索、違反通報窓⼝がどこにあるのかログインしても分からない。

42 12⽉8⽇ 岩⼿県 課⻑１名、室⻑１名、係⻑１名 主事１名 なし ③知らない 特になし 特になし

43 12⽉8⽇ 岩⼿県 課⻑１名、係⻑１名、主事１名 主任１名 推進員1名 ⾏政事務員2名
新規事業において住⺠や事業者を対象に説明会を開催している。・住⺠が気軽に相談
できる窓⼝を開設している

③知らない 特になし 特になし

44 12⽉8⽇ 岩⼿県 主任１名（兼務） ③知らない
45 12⽉8⽇ 秋⽥県 ４名 なし ③知らない なし なし
46 12⽉8⽇ 秋⽥県 総合政策課政策係 ⽣活課環境係 なし ③知らない なし なし

47 12⽉8⽇ 秋⽥県 課⻑１名、係⻑１名、主事１名
事業者との打ち合わせの際、関係する市内事業者や地域住⺠への取り次ぎを徹底して
⾏う。

記載なし 再エネの優良事例について

48 12⽉8⽇ 秋⽥県 特になし ③知らない 再⽣エネルギーに関する政策動向について
49 12⽉8⽇ 秋⽥県 主事1名 ②知っているが、利⽤したことはない 利⽤が必要となる業務の発⽣がない為 再エネ設備導⼊の際に近隣住⺠への説明⼒に差がある
50 12⽉8⽇ 福島県 課⻑1名、係⻑1名、主査2名、副主査1名、主事1名 ③知らない 地域における再エネに関するトラブルについて、解決に⾄った事例とその対応

51 12⽉8⽇ 福島県 グループリーダー（係⻑級１名  主査２名 主任主事１名
今年度、脱炭素先⾏地域に選定されたことから、新たに地域での脱炭素か、再⽣可能
エネルギーの普及を⽬的として、市内の事業者や市⺠、団体などで組織する「セロ
カーボンシティ会津若松推進ネットワーク」を設⽴した。

①知っており、利⽤したことがある 特になし
・アセスメント等に定められる、事業者と地元住⺠との合意に関する具体例
・上記に関する市町村の役割

・個別の計画単位でなく、再エネ施設（太陽光、⾵⼒等）全て反対する市⺠への対応
・必須ではないものの、重要な事項（事故発⽣等）の報告を⾏わない事業者への対応
などについて、市町村においてどのように対応すべきか

52 12⽉8⽇ 福島県 係⻑１名、主事１名  特になし ③知らない 特になし 特になし
53 12⽉8⽇ 岩⼿県 課⻑補佐1名、主事1名 ③知らない 再エネの優良事例について

54 12⽉8⽇ 岩⼿県 室⻑1名（他業務との兼務） 特になし ③知らない
情報連絡会は結構ですが、⺠間も含めプラットフォームが多すぎて混乱を招いていま
す。

特になし

55 12⽉8⽇ 秋⽥県 主任１名 脱炭素先⾏地域（環境省）の中で実施している。 ③知らない とにかく⼈が⾜りない。専⾨知識が専⾨すぎて、多少の研修では対応できない。

56 12⽉8⽇ 福島県
部署A 主事１名
部署B 副主査１名

③知らない  

57 12⽉8⽇ 福島県 主事1名 特になし ②知っているが、利⽤したことはない 利⽤する機会がなかった トラブル防⽌する対策。またはトラブルが起きた際の対応について 特になし
58 12⽉8⽇ 福島県 課⻑補佐1名、主事1名 特になし ③知らない 特になし とくになし

59 12⽉8⽇ 福島県 主査１名、主事１名
まちで適正導⼊のためのガイドラインを作成し、その中で近隣住⺠への説明を義務づ
けている。

②知っているが、利⽤したことはない 利⽤機会がなかったため ・地域におけるトラブル事例への国、⾃治体の対応について 特にありません。

60 12⽉8⽇ 福島県
部署A（課⻑補佐１名、主任主査１名、主事１名） 部署B（係⻑１名、
主事１名）

①知っており、利⽤したことがある



61 12⽉8⽇ 宮城県
①班⻑級１名、主査級2名、主事１名、EIC２名
②室⻑１名、総括級２名、班⻑級３名、主査級3名、主事３名、技師２名

・「再⽣可能エネルギー地域共⽣促進税」の制定に伴い、「地球温暖化対策推進法に
基づく『促進区域』『地域脱炭素化促進事業』の認定等に係るガイドライン(地域の合
意形成・地域の理解関連)」を策定し、協議会の開催等、合意形成に向けた考え⽅。
・「太陽光発電施設の設置に関する条例」第４条において、地域住⺠に対する説明義
務を規定している。
・令和４年度に改正された「環境影響評価条例」に第４条の２が追加され、⽅法書作
成前の⼿続きにおいて事業者が市町村に意⾒を求めるよう規定されるなど、環境コ
ミュニケーションについて規定されている。
・「太陽光発電設備地域共⽣セミナー」等、事業者向けのセミナー等を実施してい
る。

①知っており、利⽤したことがある

〈良かった点〉
・関係法令違反通報機能が追加されたことで、通報スキームが簡略化さ
れ便利になった。
・アカウント数が増えたことで、⾃治体の中でより多くの職員が再エネ
情報を確認することができるようになった。
〈改善点〉 Ｕ列に記載あり。

・⾮FITによる発電設備の増加への資源エネルギー庁の対応状況・所感について。
・海外の再エネ導⼊促進施設の事例紹介。

・低圧の⾮FIT案件が県内でも増加しています。県内⾃治体でも対応に苦慮していま
す。                                                                                                                     条例レベ
ルでは対応に限界もありますので、法令の整備を進めていただきたいです。

〈改善点〉
・ログインの⼆重認証の⽅法を、個⼈のスマートフォンにたよらない⽅法に⾒直してほしい。
・認定設備情報検索の際に、設備IDのみの⼊⼒で検索できるようにしてほしい。現状では、設備IDのほかに所
在地（県名）、出⼒規模を⼊⼒する必要がある。
・認定設備情報の中に、変更歴も⾒られるようにしてほしい。変更認定年⽉⽇・変更内容等が確認できるよう
になると便利になる。
・認定設備情報で、検索した事業計画がFITなのかFIPなのか、またその認定価格が⾒られるようにしてほし
い。
・認定設備情報で、認定申請時の発電設備配置図を閲覧できるようにしてほしい。特に太陽光については、認
定申請時と現状が⼤きく異なっている事例もあるため。
・再エネ条例検索ページに本県の「太陽光発電施設の設置等に関する条例」が掲載されていない為、掲載して
ほしい。令和４年度のアンケートでは、条例が制定されている旨を回答している。
・再エネ条例検索の結果をCSV等で抽出できるようにしてほしい。また、検索の表を印刷できるようにしてほ
しい。
・再エネ条例検索の際に、制定者が「都道府県」なのか「市町村」なのか選択できるようにしてほしい。
・認定情報地図検索ページで、設備IDを⼊⼒すれば設備の場所が検索できるようにしてほしい。現在の検索⽅
法では、エネ種・発電出⼒区分等を選択しなければ検索できないため煩雑。
・認定情報地図検索ページで選択した事業者について、認定設備情報に遷移できるようにしてほしい。
・違反報告ページに⼀時保存機能を追加してほしい。現在は⼊⼒後に画⾯をハードコピーし、決済をもらって
から再度⼊⼒している為。

62 12⽉8⽇ 宮城県 課⻑１名、係⻑１名、主事１名
町で条例等を定め、住⺠説明会等による、町、住⺠、事業者間での情報交換を⾏って
いる。

①知っており、利⽤したことがある 特になし 特になし 特になし

63 12⽉8⽇ 宮城県 係⻑１名、主任主事２名、主事１名 条例を策定し、⼯事着⼿前に地域住⺠への説明会を開催することとしている。 ②知っているが、利⽤したことはない なし なし なし

64 12⽉8⽇ 宮城県 係⻑１名、主任１名、主事１名（他業務と兼務） ②知っているが、利⽤したことはない 利⽤する機会がなかったため

65 12⽉8⽇ 宮城県 課⻑補佐１名、主事１名 特になし ③知らない
・再エネの優良事例について・市町村ごとの再エネ取組状況について・再エネの補助
⾦について（国費や県費）

66 12⽉8⽇ 宮城県 主幹１名、主事１名 特にございません ③知らない 特にございません
67 12⽉8⽇ 宮城県 課⻑補佐１名、係⻑１名、主事１名 ②知っているが、利⽤したことはない 利⽤する機会がなかったから。
68 12⽉8⽇ 宮城県 係⻑１名、他3名 ③知らない
69 12⽉8⽇ 宮城県 ③知らない

70 12⽉8⽇ 宮城県 班⻑１名、主査１名
役場への協議届出書提出前に、設置区域の⾏政区⻑に対し、事業者から連絡を⼊れて
もらい、設置計画の概要と住⺠への説明会実施の有無等について協議してもらうこと
にしている。

③知らない

71 12⽉8⽇ ⼭形県 係⻑１名、主任１名 合計２名 特になし ③知らない 特になし 特になし
72 12⽉8⽇ ⼭形県 管理職(課⻑職)1名 特になし ③知らない 特になし 特になし
73 12⽉8⽇ ⼭形県 主幹１名、主事１名 ③知らない
74 12⽉8⽇ ⼭形県 ③知らない

75 12⽉8⽇ ⼭形県 課⻑１名、係⻑１名、主任1名、主事１名  計4名
「地産地消エネルギー協議会」がR5.７⽉に設⽴されました。⺠間の事業所や、ＪＡな
ど関係する機関.団体と協議しながら、今後の町の再エネ導⼊のあり⽅を考えていきた
い。

①知っており、利⽤したことがある 関連法令等がさがしやすいこと。 他⾃治体の推進体制について知りたい。
県外事業者からの急な問い合わせに、困惑することがあります。適切な取り組みをし
ている事業者であるかどうかという、情報が少ない中での対応が難しいです。

76 12⽉8⽇ ⼭形県 係⻑１名、主任１名 町⺠主体とする町の地球温暖化対策地域協議会と連携して活動している。 ③知らない
77 12⽉8⽇ ⼭形県 主事補1名 ③知らない

78 12⽉8⽇ ⼭形県 課⻑１名、課⻑補佐１名、係⻑１名、主事２名 令和5年度、事業者、地域住⺠向けの講演会を開催した。 ③知らない 地⽅⾃治体における、再エネ普及促進のための優良事例について。
法律、県条例等の国県で開⽰している情報を確認せず、全て市町村へ問い合わせがく
ることがあります。

79 12⽉8⽇ ⻘森県 課⻑補佐１名、主担1名 特になし ③知らない 再エネの優良事例について、情報連絡会はオンラインで開催してほしい。

80 12⽉8⽇ ⻘森県 副参事１名、主幹２名、主査2名 ①知っており、利⽤したことがある
新たに導⼊された多様素主体認証⽅式について、対応できるモバイルデ
バイスや物理的なセキュリティキーを保有していないため、接続ができ
なくなっている。

81 12⽉8⽇ ⻘森県 係⻑１名、主事１名 特になし ③知らない
現在、当市においては、再エネ設備設置に関する条例等がなく、再エネ事業者を規制
できない状況であります。 再エネ規制条例の先進事例についてご紹介いただきた
い。

82 12⽉8⽇ ⻘森県 係⻑１名、主査１名 ②知っているが、利⽤したことはない
83 12⽉8⽇ ⻘森県 ①主査1名、課⻑補佐１名  ②班⻑１名 なし ②知っているが、利⽤したことはない 必要になる場⾯がなかったため なし なし

84 12⽉8⽇ ⻘森県
部署A：課⻑１名、GL1名、主幹１名、主査1名
部署B：課⻑１名、GL１名、主幹１名

特になし ③知らない ※裏⾯なし ※裏⾯なし ※裏⾯なし

85 12⽉11⽇ 宮城県

部署A（理事1名、環境部⻑1名、脱炭素都市推進担当課⻑１名）
部署B（課⻑１名、係⻑2名、主査１名、主任1名、主事2名、技師2名、
会計年度任⽤職員１名）
部署C（課⻑１名、主幹2名、主査3名、主任4名、主事2名、技師5名、会
計年度任⽤職員１名）
部署D（課⻑１名、係⻑3名、主査1名、主任3名、技師6名、会計年度任
⽤職員４名）

①知っており、利⽤したことがある

86 12⽉11⽇ 岩⼿県
部署A： 部⻑１名
部署B： 課⻑１名 係⻑１名 主任１名 会計年度任⽤職員１名
部署C：課⻑１名 係⻑２名 主任１名 主事２名

再エネや地域脱炭素に関する説明会を開催している。             脱
炭素に関するお祭りの開催、地域脱炭素に特化した情報を発信するSNSの運営

②知っているが、利⽤したことはない 特になし 特になし

87 12⽉11⽇ 岩⼿県 主査１名 特になし ③知らない 特になし 特になし
88 12⽉11⽇ 岩⼿県 課⻑補佐１名 ③知らない
89 12⽉11⽇ 岩⼿県 室⻑補佐１名、主事補１名 チラシ等全⼾配布 ③知らない

90 12⽉11⽇ 岩⼿県 係⻑１名、主任１名（いずれも兼任）
再エネ関係及び温暖化対策関係における各種計画づくりの際に、住⺠向け説明会等を
開催し合意形成を図っている。

③知らない

91 12⽉11⽇ 秋⽥県 課⻑２名 参事２名 主任２名（各課１名ずつ） 特になし ③知らない 特になし 特になし 特になし
92 12⽉11⽇ 福島県 係⻑１名、主査１名 特になし ③知らない 特になし 特になし 特になし

93 12⽉11⽇ 福島県 参事１名、係⻑１名、主事１名 ①知っており、利⽤したことがある
市内で売電を伴う太陽光の設置状況を確認する際に、本システムの検索
機能を活⽤することで実態を把握することが出来た。

地域内に再⽣可能エネルギー（特に太陽光）を設置する際に住⺠トラブルが発⽣した
場合の、⾃治体の対応事例の紹介

94 12⽉11⽇ 福島県 課⻑補佐１名 太陽光発電所設置等に必要な⼿続条例有り ①知っており、利⽤したことがある
地図化されると良いかも。古い情報が不明である。全ての発電所（FIT期
間外となったもの）を⾒たい。確実に設置済みなのか、未設置なのか分
かりにくい。

⽣活に不可⽋な電⼒を送り届けるまで考えて頂きたい。

95 12⽉11⽇ 福島県 課⻑１名、係⻑１名、主事２名 HPに掲載、区域における取り組みと今後 町⺠に対し実施 ②知っているが、利⽤したことはない
96 12⽉11⽇ 福島県 副主幹１名 ③知らない 再⽣可能エネルギーの導⼊拡⼤と環境（景観）との調和について
97 12⽉11⽇ 秋⽥県 主査１名 ③知らない
98 12⽉11⽇ 福島県 係⻑１名、副主査１名 特になし ③知らない 特になし

99 12⽉11⽇ 福島県 係⻑１名、主事１名  特になし ③知らない 特になし
関係法令の調査について、⾃社では特に調べず、⾃治体に全て調べてもらおうという
スタンスの事業者がいること。

100 12⽉11⽇ 宮城県 課⻑１名、課⻑補佐１名、係⻑１名、主任１名 再エネ事業者とともに、地域のお祭りで出展し、取り組み状況のPRを実施 ②知っているが、利⽤したことはない

101 12⽉11⽇ 宮城県
部署A（係⻑１名 ）
部署B（課⻑補佐１名、主事１名 ）

再エネ事業者の説明会に、⾃治体職員も出席している。 ③知らない

102 12⽉11⽇ 宮城県 班⻑１名、主査1名 ②知っているが、利⽤したことはない 必要とする状況ではない。（ならなかった）
103 12⽉11⽇ ⼭形県 係⻑１名、主事１名 ②知っているが、利⽤したことはない
104 12⽉11⽇ ⼭形県 課⻑１名、課⻑補佐１名、主事１名 町⺠との対話会を開催している。 ②知っているが、利⽤したことはない 特になし
105 12⽉11⽇ ⼭形県 課⻑補佐、主任級⼜は主事級で各課１名 町⺠有志の団体との連携 ③知らない 特になし 特になし
106 12⽉11⽇ ⻘森県 課⻑１名、課⻑補佐１名、係⻑１名、主事１名 ③知らない 住⺠等への説明が不⼗分なまま事業が進み、⼀部の住⺠に不信感が広がっている。



107 12⽉11⽇ ⻘森県 係⻑１名、主事１名 ③知らない

108 12⽉12⽇ 秋⽥県 課⻑（兼任）１名、主幹（兼任）１名、主査１名、主事１名
再エネ発電事業者向けガイドラインの制定や、関係法令確認体制の構築 住⺠向けと
しての、案件ごとの個別対応のみ

①知っており、利⽤したことがある 例に記載のトラブル事例への国・⾃治体対応に関する事例紹介

109 12⽉12⽇ 秋⽥県 係⻑１名 特になし ③知らない 特になし 特になし

110 12⽉12⽇ 宮城県 課⻑補佐１名、副主幹１名、主事１名 なし ②知っているが、利⽤したことはない 利⽤する機会がないため
森林等、⾃然環境の少ない⾃治体における、再⽣可能エネルギーの導⼊事例につい
て。

なし

111 12⽉12⽇ ⻘森県 課⻑１名、主事１名 特になし ③知らない 特になし 特になし

112 12⽉13⽇ 秋⽥県 課⻑１名、係⻑１名、係員２名
・広報誌による事業の周知
・地元事業者等が会員となる団体等への説明会の開催

②知っているが、利⽤したことはない 利⽤する機会がなかった。

113 12⽉13⽇ 秋⽥県 チームリーダー２名、副主幹１名、主査２名、主任２名、主事３名
⾵⼒発電について、⼀般県⺠を対象とした体験型のイベントの開催や、  有識者によ
る講演会の開催等を実施している。

①知っており、利⽤したことがある
個々の案件のデータだけでなく、システムに登録されている情報から、
県内の再エネ特措法認定状況・導⼊状況、推移などを出⼒できるように
していただきたい。

再エネ新税の動向と事業者や⼀般県⺠からの反応。 特になし

114 12⽉13⽇ 秋⽥県 課⻑１名、班⻑１名、主任１名 ③知らない
115 12⽉13⽇ 福島県 専任職員なし 係⻑１名、主任主査１名、主査１名 特になし ③知らない
116 12⽉13⽇ 宮城県 副参事兼係⻑１名、主任2名 なし ②知っているが、利⽤したことはない ※裏⾯なし ※裏⾯なし ※裏⾯なし
117 12⽉13⽇ 宮城県 係⻑１名  ※専任の職員はいません。 ③知らない
118 12⽉13⽇ 宮城県 特になし ①知っており、利⽤したことがある 隣接⾃治体以外の情報も閲覧できるとよかった。 特になし 特になし
119 12⽉13⽇ ⻘森県 ③知らない

120 12⽉13⽇ ⻘森県 課⻑補佐１名、主幹１名 ②知っているが、利⽤したことはない 地域におけるトラブル事例への、国･⾃治体の対応について。
⼀部の悪質な事業者(⼩型⾵⼒発電)によるトラブルが⽬⽴つ。悪質な事業者に対す
る、厳格な⾏政処分(国による許可取消及び撤去命令)を⾏えるようにしてほしい。

121 12⽉13⽇ ⻘森県 課⻑補佐１名、係⻑１名、主査1名 県主催のセミナー等について、町広報紙に掲載(チラシの場合は毎⼾配布) ③知らない 再エネの優良事例について

122 12⽉14⽇ 岩⼿県 係⻑１名、主査１名 なし ②知っているが、利⽤したことはない なし
・再⽣可能エネルギーに関する政策動向について ・再⽣可能エネルギー関連法の状
況について

なし

123 12⽉14⽇ 岩⼿県 課⻑１名、総括主査１名、主任１名 指針をホームページに掲載し、事業者が検討段階で確認できるようにしている。 ①知っており、利⽤したことがある
124 12⽉14⽇ 岩⼿県 ・主担当：課⻑補佐１名 ・副担当：課⻑１名、主査１名 ③知らない 再エネ施設設置や 撤去等におけるトラブル事例、対処事例について
125 12⽉14⽇ 福島県 課⻑１名、主幹兼課⻑補佐１名、係⻑２名、主査３名、技査２名 ①知っており、利⽤したことがある

126 12⽉14⽇ 福島県 ・主担当：副主査１名 ・副担当：主査１名 主事１名
太陽光発電設備の設置を検討している事業者向けに「太陽光発電施設に係る各種法令
等」をとりまとめ、ホームページで公開している。

③知らない 特になし 特になし

127 12⽉14⽇ 福島県 係⻑１名、副主査１名 ②知っているが、利⽤したことはない 再⽣可能エネルギーに関する政策動向について
128 12⽉14⽇ 福島県 係⻑１名、主査１名 特に体制づくりにないが、事業者が住⺠説明を⾏っているか注視している。 ③知らない トラブルの多い業者の情報共有はしたい。 現在のところなし

129 12⽉14⽇ 福島県 係⻑１名、副主査１名 特になし ③知らない
・再⽣可能エネルギー関連法の状況について ・地域におけるトラブル事例への⾃治
体の対応について

130 12⽉14⽇ 福島県
部署A：係⻑１名、主任主事１名
部署B：係⻑１名、主事１名

③知らない

131 12⽉14⽇ 宮城県
部署A：課⻑補佐１名、主査1名
部署B：課⻑補佐１名、主事１名

「⾃然環境等と再⽣可能エネルギー発電設備設置事業との調和に関する条例」を施⾏
しており、事業者が再エネ発電設備を設置する際は地域住⺠に事業説明をすることを
義務付けております。

②知っているが、利⽤したことはない 現在までのところ利⽤する⽬的がなかったためです。
・再エネ事業者と地域住⺠間におけるトラブル事例とその解決策。
・再エネ事業者と地域住⺠間で調和が⾒られた事例について。

「法令をクリアしていればよい」という姿勢で地域住⺠への事業説明を省くなど、地
域との調和を疎かにする再エネ事業者への対応について憂慮しております。

132 12⽉14⽇ ⼭形県 課⻑補佐１名、調整主任１名(係⻑級)

・市内の⾵⼒発電事業者とは、洋上⾵⼒発電関連で連絡、情報共有をすることが多
い。
・住⺠向けセミナーについては、市の産業振興まちづくりセンター等で脱炭素関連セ
ミナーを開催することもある。

③知らない
・域内に⼤規模コンビナート等の⽔素消費地を持たない地⽅都市における、⽔素活⽤
事例（洋上⾵⼒発電での地域振興策で「⽔素」のキーワードが出るが具体化が難し
い。）

・再エネ事業者から相談が寄せられることがあるが、関連規制が多岐に渡るため、⾃
信を持って回答できないことがある。エネ庁等で⾃治体職員向けの研修会等を企画し
ていただけるとありがたい。

133 12⽉14⽇ ⼭形県 課⻑補佐１名、主任2名 特になし ③知らない 再⽣可能エネルギーに関する政策動向について。
134 12⽉14⽇ ⻘森県 課⻑補佐１名 ②知っているが、利⽤したことはない
135 12⽉14⽇ ⻘森県 主査2名 ③知らない
136 12⽉15⽇ 岩⼿県 係⻑級１名、主事級４名 なし ②知っているが、利⽤したことはない 特になし 特になし
137 12⽉15⽇ 岩⼿県 課⻑補佐 兼 環境係⻑１名、主査１名 再エネ事業者の各種規制等、問合せの総合窓⼝を環境係としている。 ③知らない 特になし 特になし
138 12⽉15⽇ 岩⼿県 係⻑１名、主任主事１名、主事２名 ②知っているが、利⽤したことはない

139 12⽉15⽇ 秋⽥県
部署A：担当課⻑１名、主査１名、主任１名、技師１名
部署B：担当部⻑１名、室⻑(課⻑級)１名、参事(課⻑級)１名、主査１
名、技師２名

②知っているが、利⽤したことはない

140 12⽉15⽇ 福島県 室⻑１名、復興推進係１名  ③知らない ⾃治体が再エネ推進に取り組む意義について

141 12⽉15⽇ 岩⼿県 室⻑(総務課⻑が兼務)１名、主任主査１名、主事１名
農⼭漁村再エネ法に基づき、町再エネ協議会を組織しており、町基本計画を作成公表
している。また、発電誘致の町⺠視察や、⼩中⾼への再エネ教室の協⼒をいただいて
いる。

③知らない

142 12⽉15⽇ 宮城県 課⻑補佐１名、主査１名 特になし ③知らない 再エネによる地域課題解決の具体例 現状特になし

143 12⽉15⽇ 宮城県 係⻑１名、主事2名、会計年度任⽤職員１名
令和４年度から再エネ発電事業に関する市条例を施⼯し、条例に該当する事業者には
住⺠説明会を義務付けるなどして、住⺠理解を得ながら事業を実施することについて
求めている。

①知っており、利⽤したことがある
市内でFIT申請の案件があった場合に通知される情報を基に、市条例に関
する⼿続きが適切に⾏われているか確認している。

144 12⽉15⽇ ⼭形県 （推進）：係⻑1名、（補助）：主事１名 HPへの掲載 ③知らない 優良事例について
145 12⽉18⽇ 岩⼿県 主事２名 ③知らない

146 12⽉18⽇ 岩⼿県 係⻑１名、主事１名
市で再⽣可能エネルギー発電設備の設置に関する指針を定め、事業者へ地域の住⺠に
対する説明会の開催などを求めている。

①知っており、利⽤したことがある
出⼒希望ごとにデータ抽出、閲覧ができることがよかった。認定情報地
図検索の際に、初めに検索範囲を指定できるようにしてほしい。

・再⽣可能エネルギーに関する政策動向について関する政策動向、関連法の状況につ
いて・地域におけるトラブルの対応事例等について

市の指針により環境の保全への配慮などを事業者へ求めているが、法的規制がない地
域の場合、実質事業者の意向のみで設備を設置できてしまうこと。

147 12⽉18⽇ 岩⼿県
部署A：３名（室⻑、係⻑、主査）
部署B：３名（課⻑、課⻑補佐、主事）

②知っているが、利⽤したことはない

148 12⽉18⽇ 岩⼿県 室⻑１名、係⻑１名、主任２名（なお、室⻑は兼務） 条例により、再エネ事業者に地域住⺠への住⺠説明会の開催を義務づけている。 ②知っているが、利⽤したことはない 住⺠からの苦情を再エネ事業者に伝え、対応してもらっているため。
149 12⽉18⽇ 秋⽥県 主査１名(兼務） 特になし ③知らない 特になし 特になし
150 12⽉18⽇ 福島県 係⻑１名、主査１名、主任１名、会計年度任⽤職員１名 特になし ③知らない 太陽光発電等の設置に対する市町村向けのガイドラインのひな型の提⽰ 今のところ特になし
151 12⽉18⽇ 福島県 係⻑１名、副主査１名 ③知らない

152 12⽉18⽇ 福島県 課⻑１名、係⻑１名、地域おこし協⼒隊１名
国⽴環境研究所と連携して町⺠向けの出前講座を、毎年開催している。（脱炭素・再
エネ関連）

①知っており、利⽤したことがある 他⾃治体の再エネ促進等の条例を知ることができ参考になる。

153 12⽉18⽇ 福島県 特になし ③知らない

154 12⽉18⽇ 福島県 主幹１名、課⻑補佐１名、係⻑１名、主査１名 特になし ③知らない
・再⽣可能エネルギーに関する政策動向について(計画作成、補助⾦制度etc)
・地域におけるトラブル条例について

155 12⽉18⽇ 岩⼿県 主事１名 ③知らない
156 12⽉18⽇ 福島県 課⻑補佐１名、副主査１名 情報共有のための仕組みを構築している ③知らない

157 12⽉18⽇ 福島県 主査１名 特になし ②知っているが、利⽤したことはない 利⽤を必要とする機械がなかった。

・再⽣可能エネルギーに関する政策動向について。特に、現在国において検討中であ
る２０２４年４⽉から施⾏される改正再エネ特措法の検討状況について。また、
FIT/FIP以外の再エネに対して同様の規律を求める考えがあるのか。
・⾃治体が関係法令違反の疑いがあると覚知した場合、その後の対応⽅法はどうすれ
ばいいのか。（「再⽣可能エネルギー事業の不適切案件に関する情報提供フォーム」
に通報すればいいか。）                       ・関係法
令違反やその疑いを国に通報した際の国の対応スキーム、対応体制、実際の事例や件
数。また、体制強化のために令和６年度予算要求しているとのことだが、その概要に
ついて。

関係法令違反やその疑いを国に通報した後の対応について、国において調査が⼊る場
合は、早急に対応して頂きたい。（今後、再エネ敷地の雑草繁茂などで住⺠から町に
苦情がくる可能性が⾼く、その後も町が⽮⾯に⽴たされ対応に苦慮することが考えら
れるため。）

158 12⽉18⽇ 宮城県 参事１名、課⻑補佐１名、主事１名 ③知らない

159 12⽉18⽇ 宮城県 総括主査１名 設置地区の住⺠代表(区⻑等)と情報を共有 ②知っているが、利⽤したことはない 特になし
町内に設置されている再⽣可能エネルギーの申請者または届出者の情報を提供してほ
しい。

特になし

160 12⽉18⽇ 宮城県 係⻑１名、専⾨主査２名 ③知らない
161 12⽉18⽇ ⼭形県 課⻑(１)、補佐(２)、主査(３)、係⻑(１)、主任(４)、主事(１) ①知っており、利⽤したことがある 特になし 再エネの優良事例について 再エネ事業者に関する困っていることは、現状ございません。
162 12⽉18⽇ ⼭形県 課⻑１⼈、主査１⼈、主任１⼈ 再エネ普及のためのシンポジウムの開催 ③知らない
163 12⽉18⽇ ⼭形県 主幹１名、主査１名 ③知らない
164 12⽉18⽇ ⼭形県 室⻑補佐１名、係⻑１名 ③知らない

165 12⽉18⽇ ⼭形県
部署A(課⻑補佐１名、冠主査２名、主査２名、主事３名)
部署B(課⻑１名、課⻑補佐３名、専⾨員１名、冠主査２名、主査3名、主
事１名、研究員１名)

本県では、R4･4より「県再⽣可能エネルギーと地域の⾃然環境、歴史、⽂化的環境等
との調和に関する条例」を施⾏しており、本条例の中で発電事業者と県⺠等との間
で、合意形成を図るための⼿続きを定めている。

①知っており、利⽤したことがある

・良かった点：全国の再エネ条例策定状況の確認が容易である。
・改善点等：システムの改善点ではないが、関係法令違反通報におい
て、どの程度の内容で通報すれば良いか曖昧であるため、事例紹介等を
⾏ってほしい。

・地域が主導し再エネ導⼊に取り組む事例について。                       ・
東北各県の再エネ導⼊に向けた制度導⼊、対応状況について。

本県条例の運⽤における、今般の再エネ特措法改正の連動した対応の⽅向性について

166 12⽉18⽇ ⻘森県 課⻑補佐１名、主任１名 特になし ③知らない 再エネ事業者との関わり⽅ 技術的な部分での知識不⾜、関係部署との連携
167 12⽉18⽇ ⻘森県 課⻑補佐１名、主査１名 特になし ③知らない 特になし 特になし
168 12⽉18⽇ ⻘森県 主幹２名 ③知らない

169 12⽉18⽇ ⻘森県

※事務担当のみ(所属の管理者(課⻑、課⻑代理)を除く)
部署A(総括主幹３、主幹１，主査１、主事２)環境政策課(脱炭素施策が主)(総括
主幹１、主幹１，主査１、主事３)
部署B(総括主幹２、主幹２、主査１、技師２)                                                部
署C(専任：主幹１)(兼務：副参事３、総括主幹１、主幹１、主査１)
部署D(総括主幹２、主査１、主事４)

県内の産学官⾦の情報共有とネットワーク構築による再⽣可能エネルギー関連ビジネ
スの創出を⽬的に、平成２４年８⽉に「再⽣可能エネルギー産業ネットワーク会議」
を設⽴。再⽣可能エネルギー関連のフォーラム、ホームページやメールマガジン等で
情報発信により、県内企業の関連分野への参⼊を促進している。

①知っており、利⽤したことがある
・直感的な操作が難しいというのが第⼀印象。
・都道府県ごとに案件が⼀覧で出⼒できる機能が欲しい。

・再エネ関連法の⾒直し。                                   ・
適切に管理されていない発電所への指導等の状況(FIT・FIP、それ以外)         ・稼
働状況の把握について。

・再エネの地域との共⽣等に係る条例(ゾーニング)の検討を進めているが、東北防衛
局より、防衛施設周辺地域を⽴地禁⽌できないか、との相談がある。再エネの施設の
防衛施設への影響については国において責任を持って対応いただきたい。
・関係法令の違反等が確認された場合だけでなく、地元⾃治体が反対する事業につい
ても、FIT・FIP制度の認定対象外としていただきたい。

170 12⽉18⽇ ⻘森県 課⻑１名、課⻑補佐１名 ②知っているが、利⽤したことはない 特になし 特になし

171 12⽉18⽇ ⻘森県 主任主査１名
市の「⾵⼒発電施設等設置に関するガイドライン」により、事業者側に住⺠説明や市
への情報提供を求めている。

②知っているが、利⽤したことはない 必要となった場⾯が特に無かったため。



172 12⽉19⽇ 岩⼿県
部署A（係⻑１名、主査２名、主事３名、会計年度任⽤職員１名、いづれ
も他の業務と兼務）

特になし ①知っており、利⽤したことがある
再エネ事業者（所有者）の特定に利⽤し、地元住⺠からの要望・苦情の
橋渡しをすることができた。

再エネの出⼒制御について
環境アセスの対象とならない事業の場合、いつの間にか設置、稼働していることがあ
り、情報収集に苦慮している。

173 12⽉20⽇ 岩⼿県 主任主査１名、主事１名 特になし ③知らない 特になし 特になし（該当事例なし）
174 12⽉21⽇ 福島県 ③知らない

175 12⽉21⽇ 宮城県 係⻑１名、主事１名
⾃然環境等と再⽣可能エネルギー発電事業との調和に関する条例で、住⺠への説明を
必須としている。

③知らない ※裏⾯なし ※裏⾯なし ※裏⾯なし

176 12⽉25⽇ ⻘森県 総括主査１名(他業務兼務)
再エネ事業者、地域住⺠、産業団体等が参加している再エネ協議会を⽴ち上げてい
る。

①知っており、利⽤したことがある 町ガイドライン違反について相談したところ、親切に対応してくれた。 県内で開催してもらいたい。トラブル事例を教えてもらいたい。

177 12⽉26⽇ 秋⽥県 課⻑補佐１名、係⻑１名(いづれも兼務) ②知っているが、利⽤したことはない ID、パスワードが不明
ガイドラインに添って、地域住⺠の理解をえるよう努⼒してほしい旨伝えても、所詮
ガイドラインなのだから、法的根拠もなく従う必要がないというスタンスで話す事業
者がいる。

178 12⽉28⽇ 福島県 課⻑補佐：１名、主査：１名、主事：１名 特になし ③知らない 特に要望はありません。

179 1⽉15⽇ ⻘森県 班⻑ ③知らない ④今後活⽤していきたい
再エネ事業について、⼈員的に取り組みが遅れている。国のGX推進にと
もない当町においても、脱炭素に向け強化していく予定としている。

その他 業務の状況にもよるが、積極的に参加したい。
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令和５年度固定価格買取制度等の効率的・
安定的な運⽤のための業務

（東北経済産業局の固定価格買取制度等における
事業計画実施の適正化に向けた調査事業）について

1



０．事業概要

１．認定事業者の発電設備に係る不適切事案等の情報提供への対応
→認定事業者の不適切案件等の情報提供を受ける窓⼝の設置
→窓⼝に寄せられた情報内容の整理・確認及び連絡調整

２．関係⾃治体との連携強化
→関係⾃治体への再エネ発電設備導⼊に係る事例のアンケート調査
→関係⾃治体への再エネ発電設備導⼊に係るヒアリングの実施
→東北地域地域社会における持続的な再エネ導⼊に関する情報連絡会
の開催

2



3

１．認定事業者の発電設備に係る不適切事案等の情報提供への対応

 対応については以下の項⽬に沿って⾏った。
①情報提供の内容から発電設備の特定のための情報の整理
（再エネ特措法認定設備の該当有無、認定事業者及び発電設備設置場所の情報の整理、確認）
②情報提供の内容に係る事実関係の整理
（情報提供者や認定事業者への事実関係の確認作業を含む）
③事案の改善に関する対応⽅針の検討
④認定事業者への事案の改善に向けた連絡調整の実施
⑤改善状況のフォローアップ
⑥事案毎の①〜⑤の情報の取りまとめ

 全8件の情報提供に対応し、内5件の案件が解決に⾄った。
 管轄⾃治体や地域住⺠からの情報提供が⼤部分を占めた。
 提供内容は標識の未設置や安全性への指摘が⼤部分を占めた。

情報提供窓⼝に寄せられた不適切な事案の解決に向けて、情報内容の整理・確認及び
連絡調整を⾏った



4

２．関係⾃治体との連携強化

 東北233⾃治体へのアンケート調査の実施による⾃治体の状況の把握。
 東北6県庁への訪問・オンラインによる対話により、顔の⾒える関係作り。

 ⾃治体へのアンケート回答数は179⾃治体
 再⽣可能エネルギー関連施策の対応体制、各⾃治体の取り組みや困っていること、資
源エネルギー庁設置の情報閲覧システムの認知度、使い勝⼿等の調査を⾏った。

 多くの⾃治体が、トラブル対応や再エネ導⼊の良好事例についての情報を求めているこ
とが分かった。

 県庁との対話により、各県庁の苦情等の対応状況、市町村との連携状況、県独⾃の
取り組み等のヒアリングを⾏った。

 県ごとに取り組み状況にはばらつきがあり、⾃治体と同様に他県での対応事例に関⼼
があるという声を聞くことができた。

 ⾃治体へのアンケート、県庁へのヒアリングともに情報連絡会での関⼼事項についても
調査、ヒアリングを⾏い、情報連絡会のプログラム作成に取り⼊れることができた。
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２．関係⾃治体との連携強化

仙台会場盛岡会場
2024年2⽉15⽇(⽊)14:00〜16:302024年2⽉9⽇(⾦)14:00〜16:30①開催⽇時

会場・オンライン ハイブリッド開催②開催⽅法
17⾃治体19名
(うちオンライン8⾃治体8名)

17⾃治体23名
(うちオンライン9⾃治体9名)③参加⾃治体数

１．開会挨拶 東北経済産業局
２．直近の再エネ関連政策の動向について 資源エネルギー庁
３．再⽣可能エネルギー地域共⽣促進税について 宮城県

〜地域と共⽣する再⽣可能エネルギーの推進を⽬指して〜
４．経済産業省からの情報提供 資源エネルギー庁
５．参加者同⼠の情報交換

④議事次第

(盛岡)講演の様⼦ (盛岡)グループワークの様⼦ (仙台)講演の様⼦ (仙台) グループワークの様⼦

アンケート調査やヒアリングを通じて得た要望を整理し、政策動向の共有や⾃治体の取り組
み状況の共有を⽬的に情報連絡会を実施した。


